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 令和 4 年度相談支援事業所に係る説明会（集団指導） 

高崎市福祉部障害福祉課 

特定・障害児相談支援について（人員・報酬） 

 

１．人員基準について 

・相談支援事業所ごとに専従の管理者を配置 

・相談支援事業所ごとに専従の相談支援専門員を配置 

（業務に支障がない場合においては、他の業務との兼務可能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 相談支援従事者現任研修について 

・相談支援従事者現任研修は、相談支援従事者初任者研修を修了した翌年度を初年度とし

て、５年度ごとの各年度末日までに修了する必要があります。 

 修了しなかった場合は、改めて初任者研修を修了しなければなりません。 

 

Ⅰ主な指摘事項 

（１）管理者又は相談支援専門員が、他の業務又は他の事業所・施設等で兼務を行

い、相談支援事業所の業務運営に支障が生じている 

 

（２）勤務実態が確認できないことがある 

  

Ⅱ改善に向けて 

（１）管理者は当該事業所の運営管理の責任者であり、従業者としての相談支援専門

員についても原則として専ら当該事業所の職務に従事しなければなりません。 

ただし、以下の場合にあって、当該事業所の業務に支障がないときは、他の職

務を兼務することが可能です。 

①当該事業所の他の職務 

②併設する他の指定障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等の業務 

    （ただし、当該事業所の業務に支障がないと認められる場合に限ります） 

 （２）適切なサービスを提供するために、①日々の勤務時間、②常勤・非常勤の別、 

    ③業務兼務関係等を明確にした勤務表を作成願います。 
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（例）平成 25 年度初任者研修修了者の例 

 

 

 

２．報酬について 

・別紙「基本報酬」を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

例1
初任者

研修修了
1年目 2年目 3年目 4年目

現任研修

修了
6年目 7年目 8年目 9年目

現任研修

修了
11年目

例2
初任者

研修修了
1年目 2年目

現任研修

修了
4年目 5年目 6年目

現任研修

修了
8年目 9年目 10年目 11年目

Ⅰ主な指摘事項 

（１）法定代理受領により給付費の支給を受けた際、利用者への通知がなされていなか

った。 

（２）継続サービス利用支援費（又は継続障害児支援利用援助費）で請求するところ、

サービス利用支援費（又は障害児支援利用援助費）で請求していた。 

（３）請求の日付は利用者から本計画の同意を得た日付とするところ、計画案の日付で

請求を行っていた。 

Ⅱ改善に向けて 

（１）計画作成自体に利用者負担は発生しませんが、介護給付費として給付されている

以上、利用者への通知が必要です。代理受領する給付費は算定する加算を含め、

利用者がわかるようにサービス利用料金表に記載してください。 

（２）継続サービス利用支援費（又は継続障害児支援利用援助費）はモニタリングの

み、サービス利用支援費（又は障害児支援利用援助費）は、計画作成やそれに付

随するモニタリングを行った場合に算定します。 

（３）給付費が発生するのは利用者から本計画の同意を得た時点とされているため、サ

ービス等利用計画について利用者から文書による同意を得てから請求するように

してください。 
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Ⅲ 相談支援専門員がサービス提供事業所の職員と兼務する場合のモニタリング等の扱い 

モニタリング、支給決定の更新や変更に係るサービス利用支援において 

・サービス提供事業所との中立性の確保 

・サービス提供事業所と異なる視点でのサービスや支援内容の検討を行うという観点から 

→サービス提供事業所の職員と兼務する相談支援事業所の相談支援専門員は、モニタリン

グ等を行わないこととしています。 

 

（例１）同一法人内にサービス提供事業所が３ヶ所ある場合 

 D 相談支援専

門員 

（就労 B 兼

務） 

E 相談支援専門

員 

（就労移行兼

務） 

F 相談支援専門員 

（生活介護兼

務） 

就労 B 利用者の当初計画作成 ○ ○ ○ 

就労 B 利用者のモニタリング

等 

× ○ ○ 

 

（例２）同一法人内にサービス提供事業所が２ヶ所ある場合 

 D 相談支援専門員 

（就労 B 兼務） 

E 相談支援専門員 

（就労移行兼務） 

就労移行利用者の当初計画作成 ○ ○ 

就労移行利用者のモニタリング等 ○ × 

 

（例３）サービス提供事業所が１ヶ所のみの場合 

 F 相談支援専門員 

（生活介護兼務） 

生活介護利用者の当初計画作成 ○ 

生活介護利用者のモニタリング等 × 
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３．その他 

【加算算定について】 

※高崎市内の事業所において指摘をしたものまたは質問をいただいたものであり、詳細は

各市町村の担当者にご確認ください。 

 

（１）算定に届け出が必要な体制加算と届出書類 

A. 機能強化型（継続）サービス利用支援費（Ⅰ）～（Ⅳ） 

 算定要件 相談支援専門員の配置等について手厚い体制を整えている場合に、体制等に

応じて算定可能（別紙参照）。 

 必要書類 ①従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表及び従業員の研修修了の写し 

②会議録（様式は任意） 

③体制が整備されていることがわかる書類（例：重要事項説明書に「電話相 

談は 24 時間受け付ける。」と記載されていれば、重要事項説明書を添付） 

④事業所の研修計画（様式は任意） 

⑤相談支援事業所連携会議の会議録（様式は任意）。その他、支援困難ケー 

スを受け入れた記録票があれば添付 

⑥相談支援専門員 1 人当たりの 1 か月間における取り扱い件数が 40 件未満 

であることがわかる資料 

 

B. 主任相談支援専門員配置加算（100 単位/月） 

 算定要件 相談支援従事者主任研修を終了した常勤かつ専従の主任相談支援専門員を事

業所に配置した上で、当該事業所又は当該事業所以外の事業所の従業者に対

し当該主任相談支援がその資質の向上のために研修を実施した場合。 

 必要書類 ①相談支援従事者主任研修終了証の写し 

      ②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

③会議録（様式は任意） 

④事業所の研修計画（様式は任意） 

⑤算定要件を満たす職員の配置を公表していることが明らかとなるもの（事 

業所のパンフレット等）。 

 

C.  行動障害支援体制加算（35 単位/月） 

 算定要件 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）等を集修了し、専門的な知識及び

技術を持つ常勤の相談支援専門員を 1 名以上配置した上で、その旨を公表し

ている場合。 

 必要書類 ①強度行動障害支援者養成研修（実践研修）または行動援護従事者養成研修

の修了証の写し 
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      ②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

      ③算定要件を満たす職員の配置を公表していることが明らかとなるもの（事 

業所のパンフレット等）。 

 

D. 要医療児者支援体制加算（35 単位/月） 

 算定要件 医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了し、専門的な知識及び技術

を持つ常勤の相談支援専門員を 1 名以上配置した上で、その旨を公表してい

る場合。 

 必要書類 ①医療的ケア児等コーディネーター養成研修の修了証の写し 

    ②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

③算定要件を満たす職員の配置を公表していることが明らかとなるもの（事 

業所のパンフレット等） 

 

E. 精神障害者支援体制加算（35 単位/月） 

 算定要件 地域生活支援事業による精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修等

を修了し、専門的な知識及び技術を持つ常勤の相談支援専門員を 1 名以上配

置した上で、その旨を公表している場合。 

 必要書類 ①地域生活支援事業による精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修

等の修了証の写し 

    ②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

③算定要件を満たす職員の配置を公表していることが明らかとなるもの（事 

業所のパンフレット等） 

 

F. ピアサポート体制加算（100 単位/月） 

算定要件 利用者と同じ目線に立った相談・助言等を行うために必要な人員の配置等が

行われている場合。 

必要書類 ①地域生活支援事業として行われる研修（障害者ピアサポート研修における

基礎研修及び専門研修に限る。）の修了証の写し 

    ②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

③事業所の研修計画（様式は任意） 

 ④算定要件を満たす職員の配置を公表していることが明らかとなるもの（事 

業所のパンフレット等） 
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（２）各加算算定時の注意事項について 

A. 特別地域加算（所定単位数の 15％を加算） 

算定要件 中山間地域等に居住している者に対してサービスの提供が行われた場合。 

注意事項 該当地域を事業所が訪問した際にのみ算定対象。訪問の有無について記録す

る。 

 

B. 初回加算（者：300 単位／月、児：500 単位／月） 

 算定要件 ①新規にサービス等利用計画を作成した場合。 

②計画相談支援対象者が障害福祉サービス等を利用する月の前 6 月間におい 

て障害福祉サービス及び地域相談支援を利用していない場合。 

      ③計画相談支援に係る契約をした日からサービス等利用計画案を交付した日

までの期間が 3ヶ月を超える場合であって、3ヶ月が経過する日以後に月

2回以上、利用者の居宅等に訪問し面接を行った場合。 

 注意事項 ①退院・退所加算及び医療・保育・教育機関等連携加算との併給不可。 

      ②算定月から前 6月間において居宅介護支援事業所等連携加算と併給不可。 

 

C. 居宅介護支援事業所等連携加算 

 算定要件 居宅介護支援等の利用や就職等に関し、 

①情報提供を文書により実施した場合。（100 単位/月） 

②月 2回以上、利用者の居宅等に訪問し面接を行った場合。（300 単位/月） 

③他機関の主催する利用者の支援の検討等を行う会議に参加した場合。（300

単位/月） 

 注意事項 ①サービス利用支援費、継続サービス利用支援費、入院時情報連携加算、退 

院・退所加算との併給不可。 

 

D.保育・教育等移行支援加算 

 算定要件 保育所等の利用や就学、就職等に伴い保育所、特別支援学校、企業又は障害 

      者就業・生活支援センター等との引継に一定期間を要する利用者に対し、一 

      定の支援を行った場合。 

      ①情報提供を文書により実施した場合。（100 単位/月） 

      ②月に 2回以上、利用者の居宅に訪問し面接を行った場合。（300 単位/月） 

      ③他機関の主催する利用者の支援の検討等を行う会議に参加した場合。   

（300 単位/月） 

 注意事項 ①障害児支援利用援助費、継続障害児支援利用援助費、入院時情報連携加

算、退院退所加算との併給不可。 
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E. 医療・保育・教育機関等連携加算（100 単位／月） 

 算定要件 利用者が利用する医療機関・保育機関・教育機関等の職員と面談を行い、必

要な情報提供を受け協議等を行った上で、サービス等利用計画を作成した場

合。 

 注意事項 ①継続サービス利用支援費を算定する場合、医療・保育・教育機関等連携加 

算は算定不可。 

②「医療・保育・教育機関」には利用者が利用している病院、企業、保育 

所、幼稚園、小学校、特別支援学校、その他インフォーマルサービスの 

提供事業所等が想定される。  

      ③初回加算及び退院・退所加算との併給不可。 

 

F.集中支援加算（300 単位／月） 

算定要件 計画決定月及びモニタリング対象月以外の業務について、 

①月 2 回以上の居宅等への訪問による面接を行った場合。 

②サービス担当者会議を開催した場合。 

③関係機関が開催する会議へ参加した場合。 

 注意事項 ①頻回に算定が必要となる利用者については、モニタリング頻度を改めて検 

証する必要あり。 

      ②サービス利用支援費、継続サービス利用支援費、入院時情報連携加算、退

院・退所加算と併給不可。 

 

G.サービス提供時モニタリング加算（100 単位／月） 

 算定要件 継続サービス利用支援時、またはそれ以外の機会において、障害福祉サービ

ス等を提供する事業所、または提供場所を訪問し、サービスの提供状況につ

いて詳細に把握した上で、確認結果の記録を作成した場合。 

 注意事項 ①モニタリングを行う日と同日に居宅で利用するサービス提供現場を確認 

し、サービス提供時モニタリング加算を算定する場合にはモニタリング結 

果と当該加算に係る記録をそれぞれ作成する。 

      ②複数のサービスを利用している者については、すべてのサービス等の提供 

現場を確認することが望ましいが、1 か所でも確認していれば算定可能。 
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別紙    ●機能強化型（継続）利用支援費の要件（令和 3 年 4 月以降） 

 

区  分 算  定  要  件 

機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ）  1.常勤かつ専従の相談支援専門員を 4 名以上配

置（うち 1 名以上が現任研修修了者） 

 ※現任研修修了者を含む 3 名は、同一敷地内の

他の相談事業所等の職務との兼務が可能。残り

1 名は業務に支障がない場合は、同一敷地内に

ある他の事業所の職務との兼務が可能。 

2.その他の要件 

機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ） 1.常勤かつ専従の相談支援専門員を 3 名以上配

置（うち 1 名以上が現任研修修了者） 

 ※現任研修修了者を含む 2 名は、同一敷地内の

他の相談事業所等の職務との兼務が可能。残り

1 名は業務に支障がない場合は、同一敷地内に

ある他の事業所の職務との兼務が可能。 

2.その他の要件 

機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.常勤かつ専従の相談支援専門員を 2 名以上配

置（うち 1 名以上が現任研修修了者） 

 ※現任研修修了者は、同一敷地内の他の相談事

業所等の職務との兼務が可能。現任研修修了者

以外の者は、相談支援事業所等への職務を主た

る業務としたうえで、業務に支障がない場合

は、同一敷地内にある他の事業所の職務との兼

務が可能。 

2.その他の要件（24 時間連絡体制を確保は除

く） 

機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ） 1.専従の相談支援専門員を 2 名以上配置（うち

1 名以上が常勤かつ現任研修修了者） 

 ※現任研修修了者は、同一敷地内の他の相談事

業所等の職務との兼務が可能。現任研修修了者

以外の者は、相談支援事業所等への職務を主た

る業務としたうえで、業務に支障がない場合

は、同一敷地内にある他の事業所の職務との兼

務が可能。 



9 

 

2.その他の要件（24 時間連絡体制を確保は除

く） 

※なお、毎月末までに所定の記録を作成し、5 年間保存すること 

※その他の要件 

 ・相談支援専門員 1 人当たりの 1 ヶ月間における取扱件数が 40 件未満 

 ・利用者に関する情報またはサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的と

した会議を定期的に（概ね週 1 回以上）開催 

 ・24 時間連絡可能な体制を確保し、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保 

 ・新たに採用したすべての相談支援専門員に対し、現任研修修了者の同行による研修を

実施 

 ・基幹相談支援センター、委託相談支援事業所または協議会から支援が困難な事例を紹

介された場合においても、当該事例に係るものに指定計画相談支援を提供 

 ・基幹相談支援センター等が実施する事例検討会に参加 

 

 

 


